
真庭市地域防災計画

（風水害等対策編）

新旧対照表



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
1 20 - 第１　計画の目的及び基本理念

（略）
また、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について、豪雨、洪

水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価を踏まえ、都市的土地利用を誘導しない
ものとし、必要に応じて、移転等も促進するなど、風水害に強い土地利用の推進に努
める。（略）

第１　計画の目的及び基本理念
（略）
また、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について、豪雨、洪

水、土砂災害等に対するリスクの評価を踏まえ、都市的土地利用を誘導しないものと
し、必要に応じて、移転等も促進するなど、風水害に強い土地利用の推進に努める。
（略）

表現の適正化

1 28 - 第２　計画の構成
真庭市地域防災計画は、真庭市の防災に関する基本計画で、「風水害等対策

編」、「地震津波災害対策編」及び「原子力災害等対策編」をもって構成するものと
し、防災基本計画、岡山県地域防災計画及び水防法（昭和24年法律第193
号）に基づく「岡山県水防計画」とも十分な調整を図っている。
（略）

第２　計画の構成
真庭市地域防災計画は、真庭市の防災に関する基本計画で、「風水害等対策

編」、「地震災害対策編」及び「原子力災害等対策編」をもって構成するものとし、防
災基本計画、岡山県地域防災計画及び水防法（昭和24年法律第193号）に基
づく「岡山県水防計画」とも十分な調整を図っている。
（略）

表現の適正化

2 18 - 第３　災害の想定
本計画の作成にあたっては、本市における地勢、地質、気象等の自然的条件に加

え、人口、都市化、産業集中、過疎化による農地・山林の荒廃等の社会的条件並び
に過去における各種災害発生状況を勘案した上で、発生しうる災害を想定し、これを
基礎とした。なお、地震波災害対策及び原子力災害等対策は別編とした。
（略）

第３　災害の想定
本計画の作成にあたっては、本市における地勢、地質、気象等の自然的条件に加

え、人口、都市化、産業集中、過疎化による農地・山林の荒廃等の社会的条件並び
に過去における各種災害発生状況を勘案した上で、発生しうる災害を想定し、これを
基礎とした。なお、地震災害対策及び原子力災害等対策は別編とした。
（略）

表現の適正化

4 22 - ３　自衛隊及び指定地方行政機関等
（略）
指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんが

み 、自ら防災活動を実施するとともに、市及び消防機関の防災活動が円滑に行われ
るよう協力する。

３　自衛隊及び指定地方行政機関等
（略）

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性に鑑み
、自ら防災活動を実施するとともに、市及び消防機関の防災活動が円滑に行われるよ
う協力する。

表現の適正化

8 7 - (9) 炊飯及び給水を行う。
（新設）
(10)～(12)（略）

(9) 給食及び給水を行う。
(10) 入浴支援を行う。
(11)～(13)（略）

表現の適正化
最近の防災に関する施策の進展
を踏まえた修正

9 32 - （6）大阪管区気象台（岡山地方気象台）
（5）気象庁が発表した特別警報、大津波警報・津波警報・津波注意報、噴火警
報等を関係機関に通知する。

（6）大阪管区気象台（岡山地方気象台）
（5）気象庁が発表した気象に関する特別警報、大津波警報・津波警報・津波注
意報、噴火警報等を関係機関に通知する。

表現の適正化

10 3 - （8）市町村が行う避難指示等の判断・伝達マニュアルやハザードマップ等の作成に
関して、技術的な支援・協力を行う。

（8）市町村が行う避難情報の判断・伝達マニュアルやハザードマップ等の作成に関し
て、技術的な支援・協力を行う。

表現の適正化

11 3 - （新設） （10）中国四国地方環境事務所
（1）廃棄物処理施設及び災害廃棄物の情報収集及び伝達を行う。
（2）家庭動物の保護等に係る支援に関することを行う。
（3）災害時における環境省本省との連絡調整を行う。

組織の追加

11 13 - （2）西日本旅客鉄道株式会社（岡山支社） （2）西日本旅客鉄道株式会社（中国統括本部） 組織再編に伴う修正
11 28 - （4）株式会社ＮＴＴドコモ（岡山支店）、ＫＤＤＩ株式会社（中国総支

社）、 ソフトバンク株式会社（九州・中四国総務課）
（4）株式会社ＮＴＴドコモ（岡山支店）、ＫＤＤＩ株式会社（中国総支
社）、 ソフトバンク株式会社（九州・中四国総務課））、楽天モバイル株式会社

指定公共機関の追加に伴う修正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
12 6 - （5）日本赤十字社（岡山県支部）

(略)
（5）義援金の募集等を行う。

（5）日本赤十字社（岡山県支部）
(略)
（5）義援金の受付等を行う。

表現の適正化

12 12 - （7）中国電力株式会社（岡山支社）、中国電力ネットワーク株式会社 （7）中国電力ネットワーク株式会社 表現の適正化
12 19 - （9）西日本高速道路株式会社（中国支社） （9）西日本高速道路株式会社（中国統括本部） 組織再編に伴う修正
12 27 - （1）各民間放送会社（山陽放送株式会社、岡山放送株式会社、テレビせとうち

株式会社、岡山エフエム放送株式会社）
（1）各民間放送会社（ＲＳＫ山陽放送株式会社、岡山放送株式会社、テレビ
せとうち株式会社、岡山エフエム放送株式会社）

表現の適正化

19 2 - １　災害情報
（略）
　また、情報通信施設の災害に対する安全性の確保及び停電対策、情報通信施設
の危険分散、通信網の多ルート化、無線を利用したバックアップ対策、デジタル化の促
進等による防災対策を推進し、通信連絡機能の維持・向上を図る。

１　災害情報
（略）
　また、情報通信施設の災害に対する安全性の確保及び停電対策、情報通信施設
の危険分散、通信網の多ルート化、無線を利用したバックアップ対策、デジタル化の促
進、定期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築等による防災対策を推
進し、通信連絡機能の維持・向上を図る。

防災基本計画の修正

19 28 - １ 効率的な救助・救急活動を行うため、職員の安全確保を図りつつ、相互の連携体
制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行い、救助・救急機能の強化を図る。

１ 県・市及び関係事業者は、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救助・救急活
動を行うため、「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努め、相互の連携体
制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行い、救助・救急機能の強化を図る。

「多様化する救助事象に対応する
救助体制のあり方に関する高度
化検討会（救助人材育成）の
中間とりまとめ」を踏まえた修正

20 33 - １ 市、県及び医療関係機関等は、負傷者が多数に上る場合や輸送が途絶し、又
は困難な場合をを想定して、応急救護用医薬品、医療資機材等の確保に努める。

１ 市、県及び医療関係機関等は、負傷者が多数に上る場合や輸送が途絶し、又
は困難な場合を想定して、応急救護用医薬品、医療資機材等の確保に努める。

表現の適正化

22 27 - 3　機動的な情報収集活動を行うため、道路の河川ライブカメラをはじめとする監視カメ
ラ等画像情報の収集・連絡システムの整備を推進する。

3　機動的な情報収集活動を行うため、道路の河川ライブカメラをはじめとする固定カメ
ラ等画像情報の収集・連絡システムの整備を推進する。

表現の適正化

23 9 - （5）非常用電源設備を整備するとともに、その運用保守点検の実施、的確な操作
の徹底、専門的な知見・技術を基に浸水する危険性が低い堅牢な場所への設置等

（5）非常用電源設備を整備するとともに、その運用保守点検の実施、的確な操作
の徹底、専門的な知見・技術を基に耐震性があり、かつ浸水する危険性が低い堅牢
な場所への設置等

表現の適正化

23 18 - 第３　防災関係機関相互の連携体制
１　（略）こうしたことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通
じて、お互いに平時から災害の対応についてコミュニケーションをとっておくこと等により、
「顔の見える関係」を構築し信頼関係を醸成する努めるとともに、訓練・研修等を通じ
て、構築した関係を持続的なものにするよう努める。
（略）

第３　防災関係機関相互の連携体制
１　（略）こうしたことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通
じて、お互いに平時から災害の対応についてコミュニケーションをとっておくこと等により、
「顔の見える関係」を構築し信頼関係を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修等を
通じて、構築した関係を持続的なものにするよう努める。
（略）

表現の適正化

25 9 - 13 複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で災害を防止・軽減させるための
ハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、水系ごとに組織す
る「大規模氾濫時の減災対策協議会」等を活用し、国、県、市町村、河川管理者、
水防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利水ダム管理者等の多様な
関係者で、密接な連携体制を構築する。

13 気候変動による影響を踏まえ、社会全体で災害を防止・軽減させるためのハード・
ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、水系ごとに組織する「大
規模氾濫時の減災対策協議会」、「流域治水協議会」等を活用し、国、県、市町
村、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利水ダム
管理者等の氾濫域を含めた流域全体のあらゆる関係者が協働し、「流域治水」の取
組を推進するための密接な連携体制を構築する。

「気候変動を踏まえた水災害対策
のあり方について（答申）」を踏ま
えた修正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
25 4 - 12 市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や

罹災証明書の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地
方公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受入体制の構築等を計画的
に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。また、
効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について検
討する。

12 市は、災害時にり災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査やり
災証明書の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方
公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受入体制の構築等を計画的に
進めるなど、り災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。また、効率
的なり災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について検討す
る。

表現の適正化

25 19 - （新設） 15 市及び県は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況をあらかじめ想
定し、各機関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライ
ン）を作成するよう努める。また、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の
見直しを行うとともに、平常時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に
努める。

「タイムライン（防災行動計画）
策定・活用指針」を踏まえた修正

25 23 - （新設） 16 市は、発災時に安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）の氏名等の公
表や安否情報の収集・精査等を行う場合に備え、あらかじめ一連の手続等について整
理し明確にしておくよう努める県との連携を図ることに努める。

死者、行方不明者の氏名等公表
のための手続きの整理・明確化に
ついて追記

25 26 - （新設） 17　市及び県は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、地
域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上
で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取
組）などの被災者支援の仕組みの整備等に努める。

防災基本計画の修正

27 19 - （1）山地治山事業等
（略）
　市は関係機関と連携し、特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流
木捕捉式治山ダムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進する。
　また、脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策などを複合的に
組み合わせた治山対策を推進する。

（1）山地治山事業等
（略）
　市は関係機関と連携し、特に、山地災害の犠牲となりやすい高齢者、幼児などの要
配慮者に関連した病院、老人ホーム、幼稚園等の施設を保全対象に含む箇所を重
点的に整備する。
　また、水源涵養機能や土砂流出防止機能等が低下した保安林において、保育等の
森林整備を推進する。

（7）と統合、表現の適正化

27 29 - （4）地すべり防止事業
　市は関係機関と連携し、地すべりによる被害を防止、軽減するための排水工、杭打
工等の防災工事を行う。

（4）地すべり防止事業
　市は関係機関と連携し、地下水の排除などにより地すべりが発生する要因を除去す
る抑制工と、直接的に地すべり土塊の動きを止める抑止工を組み合わせ、地すべりの
安定を図る。

表現の適正化

28 4 - （7）防災工事の実施
　治山対策は、近年災害が発生した箇所、危険度の高い箇所、山地災害の犠牲とな
りやすい高齢者、幼児などの要配慮者に関連した病院、老人ホーム、幼稚園等の施
設を保全対象に含む箇所を重点的に整備する。

（削除） （1）と統合

28 31 - １　方針
大雨により土砂災害発生の危険度が高まったときは、市⾧は気象警報により警戒レ

ベル３を発令の判断を行い、住民の自主避難を支援する。
（略）

１　方針
大雨により土砂災害発生の危険度が高まったときは、市⾧は気象警報により警戒レ

ベル３の発令の判断を行い、住民の自主避難を支援する。
（略）

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
29 5 - ２ 主な実施機関

（略）
　県（土木部）
（略）

２ 主な実施機関
（略）
　県（土木部、県民生活部、環境文化部、農林水産部、危機管理課）
（略）

盛土による災害の防災対策の追
加に伴う修正

29 28 - （2）「土砂災害防止法」に基づく調査・指定等
イ 警戒区域等の指定

県は、基礎調査結果に基づき、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に住民等の生
命又は身体に危害が生じるおそれのある区域で、土砂災害を防止するために警戒避
難体制を特に整備すべき土地の区域を土砂災害警戒区域（以下「警戒区域」とい
う。）として指定する。
（略）

（2）「土砂災害防止法」に基づく調査・指定等
イ 警戒区域等の指定

県は、基礎調査結果に基づき、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に住民等の生
命又は身体に危害が生じるおそれのある区域で、土砂災害を防止するために警戒避
難体制を特に整備すべき土地の区域を土砂災害警戒区域（以下この節において「警
戒区域」という。）として指定する。
（略）

表現の適正化

30 13 - ウ 警戒避難体制の整備等
（略）
なお、警戒区域内に防災上の配慮を要する者が利用する施設で土砂災害のおそれ

があるときに利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要な施設の名称及び所在地に
ついて定める。名称及び所在地を定めた施設については、当該施設の所有者又は管
理者に対する土砂災害に関する情報等の伝達について定める。警戒区域の指定を受
けた場合は、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等のおそれがある
場合の避難場所及び避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避
難が行われるために必要な事項について住民に周知させるため、土砂災害ハザードマッ
プの配布等必要な措置を講じる。基礎調査の結果、土砂災害警戒区域に相当する
ことが判明した区域についても、土砂災害警戒区域の指定作業と並行して、上記と同
様の措置を講じるよう努める。

ウ 警戒避難体制の整備等
（略）
なお、警戒区域内の要配慮者が利用する施設で土砂災害のおそれがあるときに、利

用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要な施設の名称及び所在地について定め
る。名称及び所在地を定めた施設については、当該施設の所有者又は管理者に対す
る土砂災害に関する情報等の伝達について定める。
警戒区域の指定を受けた場合は、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地

の崩壊等のおそれがある場合の避難場所及び避難経路に関する事項その他警戒区
域における円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について住民に周知させるた
め、土砂災害ハザードマップの配布等必要な措置を講じる。基礎調査の結果、警戒区
域に相当することが判明した区域についても、警戒区域の指定作業と並行して、上記
と同様の措置を講じるよう努める。

表現の適正化

30 22 - （新設） (3) 盛土による災害の防止対策
市及び県は、崩落の危険がある盛土を発見した場合は、宅地造成及び特定盛土

等規制法などの各法令に基づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行う。

「盛土による災害の防止に関する
検討会提言」を踏まえた修正
宅地造成及び特定盛土等規制
法施行に伴う修正

31 18 - （5）移転対策
イ がけ地近接等危険住宅移転事業
県条例で建築を制限している区域に存する既存不適格危険住宅の移転の促進を

図る。

（5）移転対策
イ がけ地近接等危険住宅移転事業
真庭市がけ地近接等危険住宅移転事業費補助金により危険住宅の移転の促進

を図る。

表現の適正化

31 28 - ２　主な実施機関
　岡山地方気象台
　県（土木部）
　市（建設部）

２　主な実施機関
　中国地方整備局（岡山河川事務所）
　岡山地方気象台
　県（土木部）
　市（建設部）
　水防管理者

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
33 2 - （2）河川改修事業等の実施

イ　河川改修
河積の拡大や河道の安定を図るため、狭窄部の拡幅、堆積土砂の掘削・しゅんせ

つ、護岸、水制等を施工するとともに、流域内の洪水調整施設により洪水調節を行
い、流域の災害の防止と軽減を図る。（略）

（2）河川改修事業等の実施
イ　河川改修
河積の拡大や河道の安定を図るため、狭窄部の拡幅、堆積土砂の掘削、護岸・しゅ

んせつ、水制等を施工するとともに、流域内の洪水調整施設により洪水調節を行い、
流域の災害の防止と軽減を図る。（略）

表現の適正化

33 28 - １ 方針
雨水出水による災害を未然防止し、被害の軽減を図るため、水位周知下水道につ

いて、あらかじめ浸水想定区域を公表し、避難体制の整備等を行うとともに、雨水出
水特別警戒水位（内水氾濫危険水位）に当該下水道水位が達したときは、その旨
を関係機関に通知する。

１ 方針
雨水出水による災害を未然防止し、被害の軽減を図るため、水防法第14条の２第

１項及び第２項に規定する排水施設について、あらかじめ浸水想定区域を公表し、
避難体制の整備等を行うとともに、雨水出水特別警戒水位（内水氾濫危険水位）
に当該排水施設の水位が達したときは、その旨を関係機関に通知する。

水防法の改正を踏まえた修正

33 32 - ２　主な実施期間
（略）

２　主な実施機関
（略）

表現の適正化

34 9 -  （1）被害軽減を図るための措置
イ　雨水出水浸水想定区域の指定、公表等
市は、水位周知下水道について、円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、想定しう

る最大規模の降雨により排水施設に雨水を排除できなくなった場合又は排水施設か
ら河川等に雨水を排水できなくなった場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水
想定区域として指定し、指定の区域及び水深、浸水継続時間等を明らかにして公表
する。

  （1）被害軽減を図るための措置
イ　雨水出水浸水想定区域の指定、公表等
市は、水防法第14条の２第１項及び第２項に規定する排水施設について、円滑

かつ迅速な避難の確保を図るため、想定しうる最大規模の降雨により排水施設に雨
水を排除できなくなった場合又は排水施設から河川等に雨水を排水できなくなった場
合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定し、指定の区域及
び水深、浸水継続時間等を明らかにして公表する。

水防法の改正を踏まえた修正

35 30 - (3) 土砂災害防止法の規定に基づく警戒避難体制の整備等については、第３節砂
防対策に定めるところによる。

(3) 土砂災害防止法の規定に基づく警戒避難体制の整備等については、「第３節
土砂災害防止対策」に定めるところによる。

表現の適正化

36 3 - １ 方針
都市区域における災害を防止するため、適正で秩序ある土地利用を図り、火災、風

水害、震災等の防災面に配慮した、都市施設の整備を積極的に推進し、都市防災
対策を進める。
（略）

１ 方針
都市計画区域における災害を防止するため、適正で秩序ある土地利用を図り、火

災、風水害、震災等の防災面に配慮した、都市施設の整備を積極的に推進し、都市
防災対策を進める。
（略）

表現の適正化

37 8 - （3）都市防災対策の推進
イ　宅地造成等の規制
宅地造成工事により、がけ崩れや土砂の流出を生ずるおそれが著しい区域について

は、県が宅地造成工事規制区域に指定し、必要な規制をを行う。

（3）都市防災対策の推進
イ　宅地造成等の規制
宅地造成工事により、がけ崩れや土砂の流出を生ずるおそれが著しい区域について

は、県が宅地造成工事規制区域に指定し、必要な規制を行う。

表現の適正化

37 22 - （4）防災建築物の整備促進
都市区域内の建築物の不燃化、耐震化等を促進し、安全な都市環境の実現に努

める。

（4）防災建築物の整備促進
都市計画区域内の建築物の不燃化、耐震化等を促進し、安全な都市環境の実現

に努める。

表現の適正化

38 21 - （1）地下水汲上げの規制
市は、県等の関係機関と連携し、地下水の採取により、地盤が沈下し、若しくは沈

下するおそれのある区域又は他の区域の地盤の沈下に影響を及ぼし、若しくは汲ぼす
おそれがある区域を揚水規制区域として指定し、地下水汲上げの規制を実施する。

（1）地下水汲上げの規制
市は、県等の関係機関と連携し、地下水の採取により、地盤が沈下し、若しくは沈

下するおそれのある区域又は他の区域の地盤の沈下に影響を及ぼし、若しくは及ぼす
おそれがある区域を揚水規制区域として指定し、地下水汲上げの規制を実施する。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
39 19 - (2) 防災上必要な教育の実施

（略）また、学校において、外部の専門家や保護者等の協力の下、防災に関する計
画やマニュアルの策定が行われるよう促す。
（略）

(2) 防災上必要な教育の実施
（略）また、学校において、外部の専門家や保護者等の協力の下、防災に関する計
画やマニュアルの策定が行われるよう促す。さらに、学校における消防団員等が参画し
た体験的・実践的な防災教育の推進に努める。
（略）

表現の適正化
「令和３年７月からの一連の豪
雨災害を踏まえた避難のあり方に
ついて（報告）」及び「第３次学
校安全の推進に関する計画」を踏
まえた修正

44 23 - （2）警報伝達の徹底
イ　市、県及び消防機関は、気象予報及び警報等の伝達計画に基づく通報体制を
常時保持し、気象台の発する乾燥注意報及び火災気象通報を接受したときは、これ
の確実な伝達と地域住民への周知を図らなければならない。

（2）警報伝達の徹底
イ　市、県及び消防機関は、気象予報及び警報等の伝達計画に基づく通報体制を
常時保持し、気象台の発表する乾燥注意報及び火災気象通報を接受したときは、こ
れの確実な伝達と地域住民への周知を図らなければならない。

表現の適正化

45 20 - ２　主な実施機関
（略）
　県（消防保安課、保健福祉部）
（略）

２　主な実施機関
（略）
　県（消防保安課、保健医療部）
（略）

組織改正

46 29 - ２　主な実施機関
　高圧ガス施設等の所有者、管理者、占有者高圧ガス輸送事業者
（略）

２　主な実施機関
　高圧ガス施設等の所有者、管理者、占有者、高圧ガス輸送事業者
（略）

表現の適正化

52 18 - （3）水害対応訓練
出水期を前に、風水害等災害への対応能力の向上を図るため、県・防災関係機関

等と連携し、役割に応じた適時適切な対策訓練の実施する。（略）

（3）水害対応訓練
出水期を前に、風水害等災害への対応能力の向上を図るため、県・防災関係機関

等と連携し、役割に応じた適時適切な対策訓練を実施する。（略）

表現の適正化

54 16 - （1）防災教育
ア　住民に対する防災教育
（ア）（略）また、Webサイト等で防災教育メニューの充実に努めるとともに、障害の
ある人、高齢者や外国人等を勘案し、防災教育教材のユニバーサルデザイン化や多
言語化を進める。

（1）防災教育
ア　住民に対する防災教育
（ア）（略）また、Webサイト等で防災教育メニューの充実に努めるとともに、障がい
のある人、高齢者や外国人等を勘案し、防災教育教材のユニバーサルデザイン化や多
言語化を進める。

表現の適正化

56 35 - （3）ボランティア活動のための環境整備
ア 市は、災害発生時に市社会福祉協議会が設置する災害ボランティアセンターが円
滑に運営できるよう、平常時より市社会福祉協議会と連携・協働し、設置に係る事前
準備を行う。

（3）防災ボランティア活動のための環境整備
ア 市は、災害発生時に市社会福祉協議会が設置する災害ボランティアセンターが円
滑に運営できるよう、平常時から市社会福祉協議会と連携・協働し、設置に係る事前
準備を行う。

表現の適正化

57 2 - イ　市及び県は、災害時（この項では復興期を含む。）の迅速かつ円滑なボランティア
活動実施のため、被災者支援に係る関係機関及びＮＰＯ・ボランティア等との平常時
を含めた連携体制の構築や、ボランティア活動に必要な行政情報、被災者ニーズや個
人情報などの共有等が適切に図られるよう努める。

イ　市及び県は、災害時（この項では復興期を含む。）の迅速かつ円滑なボランティア
活動実施のため、災害中間支援組織、被災者支援に係る関係機関及びＮＰＯ・ボ
ランティア等との平常時を含めた連携体制の構築や、防災ボランティア活動に必要な行
政情報、被災者ニーズや個人情報などの共有等が適切に図られるよう努める。

表現の適正化

57 6 - ウ 市及び県は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の
三者で連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時における防災ボランティア
活動の受入れや調整を行う体制、ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確
保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推進するとともに、そのための
意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。

ウ 市及び県は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の
三者で連携し、平常時の登録、ボランティア活動や避難所運営等に関する研修や訓
練の制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、ボラン
ティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等
について整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有会議の整備・強
化を、研修や訓練を通じて推進する。

「防災教育・周知啓発ワーキング
グループ災害ボランティアチーム提
言」を踏まえた修正
表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
57 10 - エ　市及び県は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災

害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築し、地域住民やＮＰＯ・ボ
ランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、ボ
ランティア活動の環境整備に努める。

エ　市及び県は、社会福祉協議会、災害中間支援組織等関係機関との間で、被災
家屋からの災害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築し、地域住民
やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進
めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努める。

表現の適正化

57 14 - （新設） オ　市は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、市地域防災計画等
において、災害ボランティアセンターを運営する市社会福祉協議会との役割分担等を
定めるよう努める。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所については、市地域
防災計画に明記する、相互に協定を締結する等により、あらかじめ明確化しておくよう
努める。

防災基本計画の修正

63 18 - ２　実施責任者
　県（危機管理課、保健福祉部、県民生活部）
（略）

２　実施責任者
　県（危機管理課、子ども・福祉部、県民生活部）
（略）

組織改正

63 29 - （1）要配慮者等の把握、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画等
ア　（略）
（オ）視覚・聴覚に障害のある人への適切な情報提供の必要性

（1）要配慮者等の把握、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画等
ア　（略）
（オ）視覚・聴覚に障がいのある人への適切な情報提供の必要性

表現の適正化

63 33 - イ　要配慮者及びその家族は、災害時に要配慮者の安否を連絡できるよう、市役所
はもちろんのこと、近隣の住民、県外の連絡先、近隣の社会福祉施設、障害のある人
の団体等とのつながりを保つよう努力するものとする。
（略）

イ　要配慮者及びその家族は、災害時に要配慮者の安否を連絡できるよう、市役所
はもちろんのこと、近隣の住民、県外の連絡先、近隣の社会福祉施設、障がいのある
人の団体等とのつながりを保つよう努力するものとする。
（略）

表現の適正化

64 15 - （1）要配慮者等の把握、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画等
ウ　避難行動要支援者名簿及び個別避難計画（私の避難プラン）の作成
（略）
　市は、市地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の
連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等
に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意
を得て、個別避難計画（私の避難プラン）を作成するよう努める。

（略）
（新設）

（略）また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達
体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。
（略）

（1）要配慮者等の把握、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画等
ウ　避難行動要支援者名簿及び個別避難計画（私の避難プラン）の作成
（略）
　市は、市地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の
連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、ＮＰＯ等の避
難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作
成の同意を得て、個別避難計画（私の避難プラン）を作成するよう努める。この場
合、例えば積雪寒冷地における積雪や凍結といった地域特有の課題に留意する。
（略）
　市は、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支援者名簿及び個
別避難計画の作成等へのデジタル技術の活用を推進する。
（略）また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体の協力を
得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認
体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。（略）

防災基本計画の修正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
65 31 - （2）福祉避難所の確保

　市は、平常時から一般の避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者の
現況把握に努め、全ての対象者の入所が可能となることを目標に、福祉避難所として
利用可能な施設の把握及び福祉避難所の指定を行う。
　その際、市は、小・中学校や公民館等の指定避難所に介護や医療相談を受けるこ
とができるスペースを確保した地域における身近な福祉避難所や、老人福祉施設や障
害者支援施設などと連携し、障害のある人などに、より専門性の高いサービスを提供で
きる地域における拠点的な福祉避難所の指定を行う。（略）
（福祉避難所の施設整備の例）
・　段差の解消、スロープの設置、手すりや誘導装置の設置、障害者用トイレの設置
など施設のバリアフリー化
（略）

（2）福祉避難所の確保
　市は、平常時から一般の避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者
の現況把握に努め、全ての対象者の入所が可能となることを目標に、福祉避難所とし
て利用可能な施設の把握及び福祉避難所の指定を行う。
　その際、市は、小・中学校や公民館等の指定避難所に介護や医療相談を受けるこ
とができるスペースを確保した地域における身近な福祉避難所や、老人福祉施設や障
がい者支援施設などと連携し、障がいのある人などに、より専門性の高いサービスを提
供できる地域における拠点的な福祉避難所の指定を行う。（略）
（福祉避難所の施設整備の例）
・　段差の解消、スロープの設置、手すりや誘導装置の設置、障がい者用トイレの設置
など施設のバリアフリー化
（略）

表現の適正化

66 23 - （3）避難行動要支援者の避難誘導体制の整備
市は、福祉関係課、自主防災組織、自治会、福祉関係者等との連携の下、一人

ひとりの避難行動要支援者に対して複数の避難支援者を定めるなど、具体的な避個
別計画の整備に努める。
また、市は、避難行動要支援者を速やかに避難誘導し、安否確認を行うため、地域

住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス
事業者、ボランティア等の多様な主体の協力を得ながら、平常時より、避難行動要支
援者に関する情報の把握及び関係者との共有に努めるとともに、情報伝達体制の整
備、避難支援計画の策定、避難誘導体制の整備、避難訓練の実施を図る。

（3）避難行動要支援者の避難誘導体制の整備
市は、福祉関係課、自主防災組織、自治会、福祉関係者等との連携の下、一人

ひとりの避難行動要支援者に対して複数の避難支援者を定めるなど、具体的な個別
避難計画の整備に努める。
また、市は、避難行動要支援者を速やかに避難誘導し、安否確認を行うため、地域

住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障がい福祉サービ
ス事業者、ボランティア等の多様な主体の協力を得ながら、平常時より、避難行動要
支援者に関する情報の把握及び関係者との共有に努めるとともに、情報伝達体制の
整備、避難支援計画の策定、避難誘導体制の整備、避難訓練の実施を図る。

表現の適正化

66 33 - （4）防災知識の普及
イ 市は、社会福祉協議会等と連携をとりながら、災害時における要配慮者の在宅生
活の安全を確保するため、本人をはじめ家族、障害者相談員、関係施設職員及びボ
ランティア等に対し、防災知識の普及啓発や福祉避難所の所在等の周知について研
修等を通じて行う。
（略）

（4）防災知識の普及
イ 市は、社会福祉協議会等と連携をとりながら、災害時における要配慮者の在宅生
活の安全を確保するため、本人をはじめ家族、障がい者相談員、関係施設職員及び
ボランティア等に対し、防災知識の普及啓発や福祉避難所の所在等の周知について
研修等を通じて行う。
（略）

表現の適正化

69 6 - １　調査研究体制の確立
（略）
これらの防災に関する調査研究は、関係機関の密接な連携にの下に、地域の特性

や施設の実態等を考慮して実施することにより、地域防災計画の効率的推進を図る。
（略）

１　調査研究体制の確立
（略）
これらの防災に関する調査研究は、関係機関の密接な連携の下に地域の特性や施

設の実態等を考慮して実施することにより、地域防災計画の効率的推進を図る。
（略）

表現の適正化

70 28 - 　市及び県は、避難場所、避難施設、備蓄など、防災に関する諸活動の推進に当た
り、公共用地・国有財産の有効活用を図る。

１　市及び県は、避難場所、避難施設、備蓄など、防災に関する諸活動の推進に当
たり、公共用地・国有財産の有効活用を図る。

番号の追加

70 30 - （新設） ２　市及び県は、所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害
発生のおそれのある所有者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の
利用の円滑化等に関する特別措置法に基づく措置を活用した防災対策を推進する。

防災基本計画の修正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
71 8 - ３　市及び県は、報道機関及びポータルサイト運営事業者の協力を得て、携帯端末

の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア、ワンセグ放送等の活用や、Ｌアラート（災
害情報共有システム）を通じた情報発信による警報等の伝達手段の多重化・多様
化に努める。また、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅
での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき
る広域避難者、在日外国人、訪日外国人、都市部における帰宅困難者等情報が入
手困難な被災者に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。

３　市及び県は、報道機関及びポータルサイト運営事業者の協力を得て、携帯端末
の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア、ワンセグ放送等の活用や、Ｌアラート（災
害情報共有システム）を通じた情報発信による警報等の伝達手段の多重化・多様
化に努める。
４　市及び県は、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅
での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき
る広域避難者、在日外国人、訪日外国人、都市部における帰宅困難者等情報が入
手困難な被災者に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。

表現の適正化

71 13 - （新設）

４～８（略）

５　市及び県は、障がいの種類及び程度に応じて、障がい者が、防災・防犯情報の取
得や円滑な意思疎通による緊急の通報を迅速・確実に行うことができるようにするた
め、体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進、多様な手段による緊急の通報
の仕組みの整備の推進その他の必要な施策を講ずる。
６～10（略）

防災基本計画の修正
番号の繰り下げ

73 14 表 第２　防災体制の概要
警戒体制（２号）
②　真庭市内の雨量観測地点で１時間雨量が50ミリ以上観測されたとき

第２　防災体制の概要
警戒体制（２号）
②　真庭市内の雨量観測地点で１時間雨量が50㎜以上観測されたとき

表現の適正化

74 0 表 特別警戒体制（３号）設置
②　市内の雨量観測地点で１時間雨量が100ミリ以上観測されたとき

特別警戒体制（３号）設置
②　市内の雨量観測地点で１時間雨量が100㎜以上観測されたとき

表現の適正化

74 0 表 特別警戒体制（３号）廃止
② 大規模な災害が発生して災害対策本部の設置が必要となったときは、特別警戒
本部を解消して、非常体制の配備に移行する

特別警戒体制（３号）廃止
③ 大規模な災害が発生して災害対策本部の設置が必要となったときは、特別警戒
本部を解消して、非常体制の配備に移行する

表現の適正化

74 0 表 非常体制（４号）設置
② 旭川（勝山・落合）、備中川（下方）にある水位観測所において、氾濫危険
水位を超え洪水が生じ、さらに80㎜/時以上の降雨量が予想されるとき。
③　市内で災害救助法の適用を必要とする災害が発生したとき。
④　大規模事故等が発生し、市⾧が必要と認めたとき。

非常体制（４号）設置
② 旭川（勝山・落合）、備中川（下方）にある水位観測所において、氾濫危険
水位を超え洪水が生じ、さらに１時間雨量で80㎜以上の降雨量が予想されるとき
③　市内で災害救助法の適用を必要とする災害が発生したとき
④　大規模事故等が発生し、市⾧が必要と認めたとき

表現の適正化

74 2 表 注意体制（１号）配置内容
③　各振興局については、防災関係課の職員をもって連絡調整にあたる

注意体制（１号）配置内容
③　各振興局等については、防災関係課の職員をもって連絡調整にあたる

表現の適正化

75 9 - １　災害対策本部の連絡先
岡山県河川事務所
中国電力津山営業所
0120-4120254

１　災害対策本部の連絡先
岡山河川事務所
中国電力ネットワーク㈱津山ネットワークセンター
0120-410-774

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
76 2 図 ２　災害対策本部の組織 ２　災害対策本部の組織 組織の改編

77 2 - ３　本部会議
（略）現地災害対策本部（振興局）は、現地災害対策本部⾧の指示にもとづい
て、現地災害対策本部会議を開催し、所管区域内の一次情報の入手に努める。

３　本部会議
（略）現地災害対策本部（振興局等）は、現地災害対策本部⾧の指示にもとづ
いて、現地災害対策本部会議を開催し、所管区域内の一次情報の入手に努める。

表現の適正化

77 13 - （2）本部会議の協議事項
（略）
イ　振興局の一次被害情報の収集、被害調査に関すること。
（略）
コ　避難勧告、指示及び避難誘導に関すること。
（略）
シ　振興局への応援職員の派遣に関すること。
ス　振興局への物資供給の手配及び緊急輸送路の確保に関すること。
（略）

（2）本部会議の協議事項
（略）
イ　振興局等の一次被害情報の収集、被害調査に関すること。
（略）
コ　避難指示及び避難誘導に関すること。
（略）
シ　振興局等への応援職員の派遣に関すること。
ス　振興局等への物資供給の手配及び緊急輸送路の確保に関すること。
（略）

表現の適正化

77 33 - １　現地災害対策本部の設置及び本部⾧の指名
市⾧は、災害対策本部と被災現場が遠く離れている場合を想定し、振興局に現地

災害対策本部を設置し、振興局⾧を現地災害対策本部⾧に指名する。

１　現地災害対策本部の設置及び本部⾧の指名
市⾧は、災害対策本部と被災現場が遠く離れている場合を想定し、振興局等に現

地災害対策本部を設置し、振興局⾧等を現地災害対策本部⾧に指名する。

表現の適正化

79 1 - （1）勤務場所への参集
（略）
本部⾧から現地災害対策本部設置の発令を受けた振興局⾧は、直ちに総務対策

班⾧（地域振興課⾧）に班員全員の勤務場所への参集を指示する。（略）

（1）勤務場所への参集
（略）
本部⾧から現地災害対策本部設置の発令を受けた振興局⾧等は、直ちに総務対

策班⾧（地域振興課⾧）に班員全員の勤務場所への参集を指示する。（略）

表現の適正化

80 5 - １　方針
　災害の発生が予測される場合又は災害が発生した場合に、災害予防活動又は応
急活動が万全になされるよう気象官署等から発表される予報及び警報等の発表方
法、基準等について定める。

１　方針
　災害の発生が予測される場合又は災害が発生した場合に、災害予防活動又は応
急活動が万全になされるよう気象台等から発表される予報及び警報等の発表方法、
基準等について定める。

表現の適正化

本部員

危機管理監
総合政策部⾧

総務部⾧
生活環境部⾧
健康福祉部⾧
産業観光部⾧

建設部⾧
議会事務局⾧

教育次⾧
会計管理者

本部員

危機管理監
総合政策部⾧
政策推進監
総務部⾧

生活環境部⾧
健康福祉部⾧
産業観光部⾧

林業政策統括監
建設部⾧

まちづくり推進監
議会事務局⾧

教育次⾧
会計管理者



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
80 27 - （1）予報及び警報等の対象区域並びに種別

イ　気象に関する予報及び警報等の種別
(ア)　気象注意報
強風、大雨、高潮、波浪、洪水等が原因で災害が起こるおそれがあると予想されると

き、岡山地方気象台が注意を呼びかけるため、発表するものである。
（略）

（1）予報及び警報等の対象区域並びに種別
イ　気象に関する予報及び警報等の種別
(ア)　気象注意報
大雨、洪水、大雪、強風、風雪、波浪、高潮等により、災害が発生するおそれがある

ときに、岡山地方気象台がその旨を注意して行う予報。
（略）

表現の適正化

80 31 - (イ)　気象警報
暴風、大雨、高潮、波浪、洪水等が原因で重大な災害が起こるおそれがあると予想

されるとき、岡山地方気象台が警戒を呼びかけるため、発表するものである。
大雨警報（土砂災害）及び洪水警報は、高齢者等の避難が必要とされる警戒レ

ベル３に相当。

(イ)　気象警報
大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮により、重大な災害が発生するおそ

れがあるときに、岡山地方気象台がその旨を警戒して行う予報。
　大雨警報（土砂災害）及び洪水警報は、高齢者等が危険な場所から避難する必
要があるとされる警戒レベル３に相当。

表現の適正化

81 3 - (ウ)　特別警報
暴風、大雨、高潮、波浪等が原因で重大な災害の危険性が著しく高まっている場

合、岡山地方気象台が最大限の警戒を呼びかけるため、発表するものである。
大雨特別警報は災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善の行動

をとる必要があることを示す警戒レベル５に相当。

(ウ)　特別警報
大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮が特に異常であるため重大な災害が発生

するおそれが著しく大きいときに、岡山地方気象台がその旨を警告して行う予報。
大雨特別警報は災害が発生又は切迫している状況で、命の危険があり直ちに身の

安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。

表現の適正化

81 8 - (エ)　気象情報
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合

や、特別警報・警報・注意報が発表された後の内容を補完して、現象の経過や予想、
防災上の注意を解説する場合等に発表する。（略）

(エ)　気象情報
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意・警戒を呼びかけ

られる場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の留
意点が解説される場合等に発表される。（略）

表現の適正化

81 12 - (オ)　記録的短時間大雨情報
県内で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測(地上の

雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)した
ときに、府県気象情報の一種として発表する。

(オ)　記録的短時間大雨情報
大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間雨

量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計
を組み合わせた分析）され、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現
している場合に、気象庁から発表される。この情報が発表されたときは、土砂災害及
び、低い土地の浸水や中小河川の増水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な
雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所をキキクルで
確認する必要がある。

表現の適正化

81 19 - (カ)　竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼び

かける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発
生する可能性が高まった時に、都道府県単位で発表する。この情報の有効期間は、
発表から１時間である。

(カ)　竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意が呼び

かけられる情報で、竜巻等の激しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに、
天気予報の対象地域と同じ発表単位（県南部、北部）で気象庁から発表される。
なお、実際に危険度が高まっている場所は竜巻発生確度ナウキャストで確認することが
できる。

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周
辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を付加した
情報が天気予報の対象地域と同じ発表単位（県南部、北部）で発表される。この
情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。

表現の適正化

82 1 - (キ)　大雨・洪水警報の危険度分布等 (キ)　キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
82 1 表 表の差し替え

83 1 表  表現の適正化

83 5 - (ク)　早期注意情報（警報級の可能性）
（略）大雨に関して、明日までの期間に［高］又は［中］が予想されている場合
は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。

(ク)　早期注意情報（警報級の可能性）
（略）大雨に関して、［高］又は［中］が予想されている場合は、災害への心構え
を高める必要があることを示す警戒レベル１である。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
83 8 - （2）洪水予報

水防法（昭和24年法律第193号）及び気象業務法（昭和27年法律第165
号）に基づき、国土交通大臣又は知事が定めた「洪水予報河川」において、洪水のお
それがあると認められるときは、中国地方整備局（岡山河川事務所）又は備前県民
局と岡山地方気象台が共同して発表するものである。（略）

（2）洪水予報
河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるよう

に、あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位又は流量を示して発表される
警報及び注意報である。洪水のおそれがあると認められるときは、中国地方整備局
（岡山河川事務所）又は備前県民局と岡山地方気象台が共同して発表するもの
である。（略）

表現の適正化

83 13 - （3）土砂災害警戒情報
気象業務法（昭和27年法律第165号）及び災害対策基本法(昭和36年法律

第223号)並びに土砂災害防止法（平成12年法律第57号）に基づき、大雨により
土砂災害発生の危険度がさらに高まったとき、岡山県と岡山地方気象台が厳重な警
戒呼びかけの必要性を協議の上、共同で発表するものである。避難が必要とされる警
戒レベル４に相当。なお、この土砂災害警戒情報の発表単位は市町村単位である。

（3）土砂災害警戒情報
大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生しても

おかしくない状況となったときに、市町村⾧の避難指示の発令判断や住民の自主避難
の判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒が呼びかけられる情報で、
岡山県と岡山地方気象台から共同で発表される。市町村内で危険度が高まっている
詳細な領域は土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認するこ
とができる。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。

表現の適正化

84 4 - （7）火災気象通報
消防法（昭和23年法律第186号）に基づき、岡山地方気象台が気象の状況が

火災の予防上危険であると認めるときに、その状況を通報するものである。

（7）火災気象通報
消防法第22条の規定により、気象の状況が火災の予防上危険と認められるときに

岡山地方気象台が岡山県知事に対して通報し、岡山県を通じて市町村や消防本部
に伝達される。

表現の適正化

85 1 - （1）通信連絡系統の整備
[災害情報相互連絡関連図]

（1）通信連絡系統の整備
[災害情報相互連絡関連図]

線種の統一

非常災害対策本部

指定行政機関 自衛隊
指定地方行政機関

指定公共機関
指定地方公共機関

岡山地方気象台

岡山県災害対策本部

岡山県警察本部

岡山県地方災害対策本部 警察署

真庭市災害対策本部
消防本部
消防団

住民、公共的団体、防災上重要な施設の管理者

報
道
機
関

非常災害対策本部

指定行政機関 自衛隊
指定地方行政機関

指定公共機関
指定地方公共機関

岡山地方気象台

岡山県災害対策本部

岡山県警察本部

岡山県地方災害対策本部 警察署

真庭市災害対策本部
消防本部
消防団

住民、公共的団体、防災上重要な施設の管理者

報
道
機
関



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
86 11 - （3）有線通信途絶時の通信施設の優先利用

ア　非常通信
（ア）非常通信の通信内容
ｌ 災害救助法第7条及び災害対策基本法第71条第1項の規定に基づき、都道府
県知事事から医療、土木建築工事又は輸送関係者に対して発する従事命令に関す
るもの。

（3）有線通信途絶時の通信施設の優先利用
ア　非常通信
（ア）非常通信の通信内容
ｌ 災害救助法第7条及び災害対策基本法第71条第1項の規定に基づき、都道府
県知事から医療、土木建築工事又は輸送関係者に対して発する従事命令に関する
もの。

表現の適正化

86 15 - （イ）非常通信の発受
非常通信は、無線局の免許人が自ら発受するほか、災害対策関係機関からの依頼

に応じて発受する

（イ）非常通信の発受
非常通信は、無線局の免許人が自ら発受するほか、災害対策関係機関からの依頼

に応じて発受する。

表現の適正化

86 26 表 （オ）移動通信機器及び移動電源車の貸与
［総務省が所有する災害対策用機器等］
移動電源車　車両貸与:無料

（オ）移動通信機器及び移動電源車の貸与
［総務省が所有する災害対策用機器等］
移動電源車　車両貸与:無償

表現の適正化

87 6 - イ　放送の依頼
（略）
なお、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令・解除については岡山県避

難勧告等情報伝達連絡会規約に基づき依頼するものとする。

イ　放送の依頼
（略）
なお、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令・解除については岡山県避

難情報伝達連絡会規約に基づき依頼するものとする。

表現の適正化

87 17 - ３ 実施内容
（新設）

３ 実施内容
国、公共機関、地方公共団体等は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、関係機関相互で連絡する手段や体制を確保し、緊密に連絡
をとること、関係機関で連絡調整のための職員を相互に派遣すること、災害対策本部
⾧の求めに応じて情報の提供、意見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう
努める。
また、市及び県は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を

図り、災害対策本部の機能の充実・強化に努める。

表現の適正化

87 29 - （1）情報収集
イ　（略）市及び県は、必要に応じ、収集した被災現場の画像情報の官邸及び政
府本部を含む防災関係機関への共有を図る。

（1）情報収集
イ　（略）市及び県は、必要に応じ、収集した被災現場の画像情報の官邸及び政
府本部（特定災害対策本部、非常災害対策本部又は緊急災害対策本部をいう。
以下同じ。）を含む防災関係機関への共有を図る。

用語の定義を追記

88 2 - （2）一時被害情報の収集
振興局⾧は、非常体制（４号）が発令されたとき、速やかに所管区域内の災害発

生状況、被害状況、地域住民の安否確認などの一次被害情報の収集に努める。
（略）
　報告は、各種通信機器及び岡山県防災情報システムにて行う。（略）

（2）一時被害情報の収集
振興局⾧等は、非常体制（４号）が発令されたとき、速やかに所管区域内の災害

発生状況、被害状況、地域住民の安否確認などの一次被害情報の収集に努める。
（略）
　報告は、各種通信機器及び岡山県総合防災情報システムにて行う。（略）

表現の適正化

88 20 - （3）予警報等の受入、伝達
ア　勤務時間内の受入、伝達
国、県等の各機関からの各種予警報、情報は、危機管理課（本部設置時は危機

管理班）が受け、関係課、振興局、関係団体等に連絡するとともに、庁内放送等に
より、全職員に周知させる。

（3）予警報等の受入、伝達
ア　勤務時間内の受入、伝達
国、県等の各機関からの各種予警報、情報は、危機管理課（本部設置時は危機

管理班）が受け、関係課、振興局等、関係団体等に連絡するとともに、庁内放送等
により、全職員に周知させる。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
88 23 - イ　勤務時間外の受入、伝達

（略）警戒本部設置基準に該当する場合には危機管理課は、直ちに危機管理監
及び振興局に連絡する。（略）

イ　勤務時間外の受入、伝達
（略）警戒本部設置基準に該当する場合には危機管理課は、直ちに危機管理監

及び振興局等に連絡する。（略）

表現の適正化

88 26 - ウ　一般市民への通報
市民に対する通報については、振興局を通じ、消防団、自主防災組織、自治会、

認定こども園、幼稚園、保育園、小・中学校、関係団体に連絡し、周知を図るととも
に、音声告知放送、ＣＡＴＶ、防災行政無線、広報車等により、できるだけ多くの手
段を用いて周知を図る。

ウ　一般市民への通報
市民に対する通報については、振興局等を通じ、消防団、自主防災組織、自治

会、認定こども園、幼稚園、保育園、小・中学校、関係団体に連絡し、周知を図ると
ともに、音声告知放送、ＣＡＴＶ、防災行政無線、広報車等により、できるだけ多く
の手段を用いて周知を図る。

表現の適正化

88 34 - （4）災害情報の収集
ア　情報連絡員の配置
（ア）現地における災害の状況等を把握するため、本市を振興局単位に区分し、そ
れぞれの振興局の地区に複数の情報連絡員を配置する。

（4）災害情報の収集
ア　情報連絡員の配置
（ア）現地における災害の状況等を把握するため、本市を振興局等単位に区分し、
それぞれの振興局等の地区に複数の情報連絡員を配置する。

表現の適正化

89 3 - （ウ） 情報連絡員は、災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、若しくは注
意体制下において地区内の危険か所の状況把握を行うとともに、随時巡回を行うなど
して、地区内の災害の状況の推移に注意し、消防団員等との連絡を密にし情報を収
集する。

（ウ） 情報連絡員は、災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、若しくは注
意体制下において地区内の危険箇所の状況把握を行うとともに、随時巡回を行うなど
して、地区内の災害の状況の推移に注意し、消防団員等との連絡を密にして情報を
収集する。

表現の適正化

89 10 - イ　消防団
（イ） 災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、若しくは警戒体制下において
は、地区内の危険か所を巡回し、状況の把握及び情報収集を行う。

イ　消防団
（イ） 災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、若しくは警戒体制下において
は、地区内の危険箇所を巡回し、状況の把握及び情報収集を行う。

表現の適正化

89 28 - （6）情報の収集・伝達系統
イ　関係機関への連絡
（ア） 発災直後において、市は、人的被害の状況（行方不明者の数を含む。）、
建築物の被害、火災、土砂災害の発生状況等の情報を収集するとともに、被害規模
に関する概括的情報を含め、把握できたものから、岡山県総合防災情報システムを通
じて直ちに県へ連絡する。（略）

（6）情報の収集・伝達系統
イ　関係機関への連絡

県への災害報告は、岡山県災害報告規則（以下、この節において「規則」とい
う。）に定めるもののほか、本計画により実施する。
（ア） 発災直後において、市は、人的被害の状況（行方不明者の数を含む。）、
建築物の被害、火災、土砂災害の発生状況等の情報を収集するとともに、被害規模
に関する概括的情報を含め、把握できたものから、電話、岡山県総合防災情報システ
ム、電子メール等を通じて直ちに県へ連絡する。（略）

表現の適正化

90 6 - （新設） （イ）　市は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の
協力を得て、積極的に情報収集を行う。

「災害時における安否不明者の氏
名等の公表について」を踏まえた修
正

90 8 - （イ）（略） （ウ）（略） 表現の適正化
90 12 -

【消防庁連絡先】
消防防災無線ＦＡＸ　(6-72-90-)4903
（略）
　県への災害報告は、岡山県災害報告規則（以下、この節において「規則」とい
う。）に定めるもののほか、本計画により実施する。

（エ）　消防庁を窓口とする連絡先は次による。
【消防庁連絡先】
消防防災無線ＦＡＸ　(6-72-90-)49033
（略）

表現の適正化

90 14 - （新設） （オ）　消防本部においては、災害時に119番通報が殺到した場合には、その状況を
直ちに消防庁及び県に報告する。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
90 16 - （新設） （カ）　応急対策活動状況について市町村は、活動の状況、対策本部の設置状

況、応援の必要性等を県に連絡する。
表現の適正化

90 18 - ア　報告の種類 ウ　報告の種類 表現の適正化
91 6 - イ　報告の実施

（ア）（略）
なお、市から県民局を経由することを原則とするが、被害の状況により緊急を要すると

判断した場合に＿は、直ちに県本部に連絡する。

エ　報告の実施
（ア）（略）
なお、市から県民局を経由することを原則とするが、被害の状況により緊急を要すると

判断した場合には、直ちに県本部に連絡する。

表現の適正化

91 18 - ウ 　報告の系統
（ア）　災害発生状況等
　被害、市本部の設置及び応急対策（全般）の概況
　市⾧→県民局→県（危機管理課）

オ 　報告の系統
（ア）　災害発生状況等
　被害、市本部の設置及び応急対策（全般）の概況
　市⾧→県民局地域づくり推進課→県（危機管理課）

表現の適正化

91 25 - （イ）　人的被害・住家被害等
　市⾧→県民局健康福祉部→県（保健福祉課→危機管理課）

（イ）　人的被害・住家被害等
　市⾧→県民局健康福祉部→県（保健医療課→危機管理課）

表現の適正化
組織改正

92 2 - （ウ）　公共施設被害
⑥　水道施設被害
　市⾧→県民局健康福祉部→県（生活衛生課→保健福祉課→危機管理課）

（ウ）　公共施設被害
⑥　水道施設被害
　市⾧→県民局健康福祉部→県（生活衛生課→保健医療課→危機管理課）

組織改正

93 1 図 （2）異常気象時の通報 （2）異常気象時の通報 表現の適正化

岡山県

警察官
岡山地方気象台

関係機関

異常現象発見者
（一般住民）

真庭市⾧ 異常現象発見者
（一般住民等）

真庭市⾧

岡山県警察官

岡山地方気象台

関係機関

海上保安官



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
93 7 図 （3）気象注意報・警報等の伝達

ウ　　気象注意報・警報等の伝達系統は、次のとおりである。
（ア）気象情報・警報等の伝達系統

（3）気象注意報・警報等の伝達
ウ　　気象注意報・警報等の伝達系統は、次のとおりである。
（ア）気象情報・警報等の伝達系統

伝達系統の変更
組織体制見直しに伴う修正

93 8 - （注）１ 実線は法に基づく伝達系統を示し、点線は、申合せ等に基づく伝達系を示
す。
2 〔 〕内は、通知方法を示す。〔防〕防災情報提供システム〔オ〕オンライン、〔県防〕

岡山県防災情報ネットワーク

（注）１ NTT西日本は、警報及び警報の解除のみ伝達する。
　2　気象等の情報の伝達は、この伝達系統に準ずる。

3 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊へは、警報及び警報の解除（大雪
警報及び波浪警報を除く。）のみを伝達する。
　4　NHK岡山放送局へは、夜間等の代行によりNHK広島放送局へ伝達する場合が
ある。

組織体制見直しに伴う修正
伝達系等の変更
表現の適正化

岡
　
　
山
　
　
地
　
　
方
　
　
気
　
　
象
　
　
台

[防] 岡山県
（危機管理課）

真
　
庭
　
市

地
域
住
民
・
関
係
機
関
・
公
私
の
団
体
・
船
舶

[県防]

[オ]
[県防] 美作県民局

陸上自衛隊第13特科隊

岡山県警察本部
（警備課） 警察署

[オ] ＮＴＴ西日本

[オ] 消防庁

[防] 玉野海上保安部
（警備救難課）

水島海上保安部

[防] 岡山河川事務所
（防災情報課） 岡山国道事務所

[防] ＮＨＫ岡山放送局
（放送部）

[防] 民間放送・新聞社・通信社

[防] ＪＲ西日本岡山支社

真
　
庭
　
市

地
域
住
民
・
関
係
機
関
・
公
私
の
団
体
・
船
舶

美作県民局等

陸上自衛隊
中部方面特科連隊

第３大隊

岡山県警察本部
（警備課）

消防庁

岡
　
　
山
　
　
地
　
　
方
　
　
気
　
　
象
　
　
台

岡山県
（危機管理課）

ＮＨＫ岡山放送局
（放送部）

玉野海上保安部
（警備救難課）

第六管区
海上保安本部

水島海上保安部

岡山河川事務所
（防災情報課） 岡山国道事務所

警察署

ＮＴＴ西日本



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
94 6 - （ウ）土砂災害警戒情報の伝達系統 （イ）土砂災害警戒情報の伝達系統 組織体制見直しに伴う修正

94 9 - （エ）水防警報の伝達系統
ａ　国土交通大臣の発する水防

（ウ）水防警報の伝達系統
ａ　国土交通大臣の発する水防

組織体制見直しに伴う修正
表現の適正化

95 1 図 ｂ　知事の発する水防警報 ｂ　知事の発する水防警報 組織体制見直しに伴う修正
表現の適正化

岡山県
（危機管理課）

美作県民局

陸上自衛隊
中部方面特科連隊

第３大隊

岡山県警察本部
（警備課）

警察署

ＮＨＫ岡山放送局
（放送部）
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山
県
（
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災
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防
課
）
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山
地
方
気
象
台

真
　
庭
　
市

地
域
住
民
・
関
係
機
関
・
公
私
の
団
体
・
船
舶

共
同
発
表

[情報伝達の二重化]

岡山河川 県水防
事務所⾧ 本部⾧

危機管理課

公聴広報課 報道機関

陸上自衛隊
中部方面特科連隊

第３大隊

岡山県警察本部警備課

美作県民局 真庭市（水防管理者）

美作県民局真庭地域事務所 水防関係機関

[情報伝達の二重]

美作県民局真庭地域事務所 水防関係機関

広聴広報課 報道機関

岡山河川 県水防 陸上自衛隊
事務所⾧ 本部⾧ 第13特科隊

危機管理課

岡山県警察本部警備課

美作県民局 真庭市（水防管理者）

岡山河川事務所

岡山県警察本部警備課
水防関係期間

美作県民局真庭地域事務所

県水防 陸上自衛隊

真庭市（水防管理者）

美作県民局⾧ 危機管理課

広聴広報課 報道機関

本部⾧ 第13特科隊

県水防
本部⾧

美作県民局⾧ 危機管理課
陸上自衛隊

中部方面特科連隊
第３大隊

岡山河川事務所
美作県民局真庭地域事務所

公聴広報課 報道機関
真庭市（水防管理者）

岡山県警察本部警備課
水防関係機関

岡山県警察本部
（警備課） 警察署

ＮＨＫ岡山放送局
（放送部）

真
　
庭
　
市
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・
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岡山県
（危機管理課）

陸上自衛隊第13特科隊

美作県民局

共
同
発
表

玉野海上保安部
（警備救難課）



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
95 3 図 ｃ 知事の発する水位情報の通知および周知（避難判断水位） ｃ 知事の発する水位情報の通知および周知（避難判断水位） 表現の適正化

95 5 図 ｄ 知事の発する水位情報の通知および周知（氾濫危険水位） ｄ 知事の発する水位情報の通知および周知（氾濫危険水位） 組織体制見直しに伴う修正
表現の適正化

96 1 - （オ）火災気象通報の伝達系統 （エ）火災気象通報の伝達系統 表現の適正化

96 3 - （カ）火災警報の伝達系統 （オ）火災警報の伝達系統 番号の繰り下げ
表現の適正化

98 16 - （5）外国人向けの情報提供
被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日

外国人と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情
報ニーズが異なることを踏まえ、それぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整
備や、円滑な避難誘導体制の構築に努めるなど、災害発生維持に、要配慮者として
の外国人にも十分配慮する。

（5）外国人向けの情報提供
被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日

外国人と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情
報ニーズが異なることを踏まえ、それぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整
備や、円滑な避難誘導体制の構築に努めるなど、災害の発生時に、要配慮者として
の外国人にも十分配慮する。

表現の適正化

99 1 - 第４章　罹災者の救助保護 第４章　り災者の救助保護 表現の適正化
99 2 - 第１節　災害救助法の適用 第１節　災害救助法の適用・運用 表現の適正化

県水防
本部⾧

美作県民局⾧ 危機管理課

真庭市（水防管理者）

水防関係期間

美作県民局真庭地域事務所

県水防
本部⾧

美作県民局⾧ 危機管理課

真庭市（水防管理者）

水防関係機関

美作県民局真庭地域事務所

真庭市
消防本部

地域住民・関係機関・公私の団体
報道機関

真庭市
消防本部

地域住民、関係機関、公私の団体

報道機関

岡山地方気象台 岡山県 真庭市

美作県民局等 真庭市消防本部

岡山地方気象台 岡山県 真庭市

美作県民局等 消防本部

岡山県警察本部警備課
水防関係期間

岡山河川事務所
美作県民局真庭地域事務所

真庭市（水防管理者）

本部⾧ 第13特科隊
県水防 陸上自衛隊

広聴広報課 報道機関

美作県民局⾧ 危機管理課
県水防
本部⾧

美作県民局⾧ 危機管理課
陸上自衛隊

中部方面特科連隊
第３大隊

岡山河川事務所
美作県民局真庭地域事務所

公聴広報課 報道機関
真庭市（水防管理者）

岡山県警察本部警備課
水防関係機関



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
99 8 - ２　実施責任者

（略）
　知事（保健福祉部）

２　実施責任者
（略）
　知事（危機管理課、子ども・福祉部）

担当課の追加、組織改正

100 9 - （3）適用基準
イ 県下の住家滅失世帯数が1,500世帯以上であって、市内の滅失世帯数がアに
定める数の２分の１以上である場合。

（3）適用基準
イ 県下の住家滅失世帯数が1,500世帯以上であって、市内の住家滅失世帯数
がアに定める数の２分の１以上である場合。

表現の適正化

100 16 - （3）適用基準
（新設）

（3）適用基準
カ　災害が発生するおそれがある場合において、災害対策基本法第23条の３第１項
に規定する特定災害対策本部、同法第24条第１項に規定する非常災害対策本部
又は同法第28条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置され、同法第23
条の３第２項（同法第24条第２項又は第28条の２第２項において準用する場合
を含む。）の規定により当該本部の所管区域が告示され、当該所管区域内の市の区
域内において当該災害により被害を受けるおそれがあるとき。

災害救助法の改正

101 15 - １　方針
（略）特に、高齢者等避難の発令により、高齢者や障害のある人等、避難行動に時
間を要する避難行動要支援者に対して、早めの段階で避難行動を開始することを求
めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始
めることや、自主的な避難を呼びかけるなど、市があらかじめ定めるマニュアル・計画に
沿った避難支援を行う事が重要であるため、それらを踏まえた避難の方法及び指定避
難所の設置について定める。
（略）

１　方針
（略）特に、高齢者等避難の発令により、高齢者や障がいのある人等、避難行動に
時間を要する避難行動要支援者に対して、早めの段階で避難行動を開始することを
求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ
始めることや、自主的な避難を呼びかけるなど、市があらかじめ定めるマニュアル・計画に
沿った避難支援を行う事が重要であるため、それらを踏まえた避難の方法及び指定避
難所の設置について定める。
（略）

表現の適正化

102 2 - （2）指定避難所の設置
イ　主な関係機関
　県（保健福祉部）

（2）指定避難所の設置
イ　主な関係機関
　県（危機管理課、保健医療部、子ども・福祉部）

担当課の追加、組織改正

102 9 - （ア）指示等
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特に必要があると認めるときは、

必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、緊急安全確保、避難指示、
高齢者等避難の発令を行う。
（略）

（ア）指示等
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特に必要があると認めるときは、

必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、緊急安全確保、避難指示、
高齢者等避難の発令を行う。避難指示等の発令に当たっては、必要に応じて気象防
災アドバイザー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断する。
（略）

「令和３年７月からの一連の豪
雨災害を踏まえた避難のあり方に
ついて（報告）」を踏まえた修正

102 22 図 イ　水防管理者（水防法第29条）
（イ）通知

イ　水防管理者（水防法第29条）
（イ）通知

表現の適正化

(真庭市)
水防管理者

真庭警察署⾧
水防管理者

（真庭市⾧）
真庭警察署⾧



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
103 9 図 エ　警察官

（ウ）報告・通知
（ア）の場合の報告

エ　警察官
（ウ）報告・通知
（ア）の場合の報告

表現の適正化

103 12 図 （イ）の場合の通知 （イ）の場合の通知 表現の適正化

103 16 - オ　避難情報の判断・伝達マニュアルの整備
「高齢者等避難」を位置づけるほか、国の「避難情報に関するガイドライン」の趣旨を

踏まえ、避難情報の対象区域や発令の客観的な判断基準等について定めた避難情
報の判断・伝達マニュアルの整備する。（略）

オ　避難情報の判断・伝達マニュアルの整備
「高齢者等避難」を位置づけるほか、国の「避難情報に関するガイドライン」の趣旨を

踏まえ、避難情報の対象区域や発令の客観的な判断基準等について定めた避難情
報の判断・伝達マニュアルを整備する。（略）

表現の適正化

103 21 - （土砂災害に関する事項）
（略）また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市をいくつかの地域に分割し
た上で、土砂災害の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地
域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令できるよう、発令
対象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。

（土砂災害に関する事項）
（略）また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市をいくつかの地域に分割し
た上で、大雨キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）等を用い、危険度
の高まっている領域が含まれる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避
難指示等を発令できるよう、発令対象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必
要に応じて見直すよう努める。

表現の適正化

103 29 - （洪水に関する事項）
（略）それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や施設等の利用者に命の
危険を及ぼすと判断したものについては、洪水警報の危険度分布等により具体的な避
難情報の発令基準を策定する。（略）

（洪水に関する事項）
（略）それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や施設等の利用者に命の
危険を及ぼすと判断したものについては、洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）
等により具体的な避難情報の発令基準を策定する。（略）

表現の適正化

105 5 - （5）避難誘導及び移送
ア　　避難誘導
（略）誘導に当たっては、人命の安全を第一にできるだけ自主防災組織・自治会・町
内会ごとの集団避難を行うものとし、負傷者、障害のある人、老人、幼児等の避難を
優先して行う。

（5）避難誘導及び移送
ア　　避難誘導
（略）誘導に当たっては、人命の安全を第一にできるだけ自主防災組織・自治会・町
内会ごとの集団避難を行うものとし、負傷者、障がいのある人、老人、幼児等の避難を
優先して行う。

表現の適正化

105 9 - イ　　住民への避難誘導体制
（略）その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による河川洪水など同時
発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよう努める。
（略）

イ　　住民への避難誘導体制
（略）その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による河川洪水との同時
発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよう努める。
（略）

表現の適正化

105 18 - ウ　　避難の受入及び情報提供
（略）
市は、指定緊急避難場所を指定して誘導指標を設置する場合は、日本産業規格

に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であ
るかを明示するよう努める。

ウ　　避難の受入及び情報提供
（略）
市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本産業規格

に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であ
るかを明示するよう努める。

表現の適正化

警察署 真庭市⾧ （美作県民局） 知　事

真庭警察署 公安委員会

知事真庭警察署 真庭市⾧ （美作県民局）

警察署 （美作県民局） 公安委員会



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
105 27 - （略）なお、防災マップの作成に当たっては住民も参加する等の地域の災害リスクやそ

の根拠を理解できるよう工夫をすることにより、災害からの避難に対する住民等の誓い
の促進を図るよう努める。

（略）なお、防災マップの作成に当たっては住民も参加する等の地域の災害リスクやそ
の根拠を理解できるよう工夫をすることにより、災害からの避難に対する住民等の理解
の促進を図るよう努める。

表現の適正化

106 5 - （略）
市は、風水害の発生のおそれがある場合には、防災気象情報等を十分把握するとと

もに、河川管理、水防団等と連携を図りながら、浸水区域や土砂災害警戒区域等の
警戒活動を行う。（略）

（略）
市は、風水害の発生のおそれがある場合には、防災気象情報等を十分把握するとと

もに、河川管理者、水防団等と連携を図りながら、浸水区域や土砂災害警戒区域等
の警戒活動を行う。（略）

表現の適正化

106 14 - （略）
市は、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達分の内容を工夫すること、その対

象者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに
警戒レベルに対応した取るべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民の
積極的な避難行動の喚起に努める。
（略）

（略）
市は、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対

象者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに
警戒レベルに対応した取るべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民の
積極的な避難行動の喚起に努める。
（略）

表現の適正化

107 1 - （6）指定避難所の設置
ア 指定避難所等の指定
市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感染症を

含む感染症対策等を踏まえ、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、その管理
者の同意を得た上で、避難者が避難生活を送るためのに必要十分な指定避難所をあ
らかじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、ハザードマッ
プや広報紙等を通じ、また、所要の箇所に表示板を設置する等により、住民への周知
徹底を図る。また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも
想定し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。
（略）市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障害のあ
る人等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。なお、福
祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の
円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合におい
て要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者
を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する。（略）

（6）指定避難所の設置
ア 指定避難所等の指定
市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感染症を

含む感染症対策等を踏まえ、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、その管理
者の同意を得た上で、避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避難所をあら
かじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、ハザードマップ
や広報紙等を通じ、また、所要の箇所に表示板を設置する等により、住民への周知徹
底を図る。また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想
定し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。
（略）市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がいの
ある人、医療的ケアを必要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を
指定するよう努める。なお、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される
施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、ま
た、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制
が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保され
るものを指定する。特に、要配慮者に対しては、円滑な情報伝達ができるよう、多様な
情報伝達手段の確保に努めるとともに、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工
呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよう努める。
（略）

「福祉避難所の確保・運営ガイド
ライン」を踏まえた修正
防災基本計画の修正
表現の適正化

108 19 - イ 指定避難所の施設設備の整備
市は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡

易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋式、シャワー等
の入浴設備など、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、避難者
による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図る。
（略）

イ 指定避難所の施設設備の整備
市は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡

易ベッド、非常用電源、ガス設備、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋
式、シャワー等の入浴設備など、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとと
もに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図る。ま
た、停電時においても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活
用を含めた非常用発電設備等の整備に努める。
（略）

「避難所における良好な生活環境
の確保に向けた取組指針」を踏ま
えた修正
防災基本計画の修正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
108 34 - ウ　指定避難所としての適当な施設

指定避難所として適当な施設は，公立学校，公民館，コミュニティハウス等である
が，適当な施設がない場合は，公園，広場を利用して，野外へ建物を仮設し，又
はテント等を設営する。この場合，平素から安全な広場等及び仮設に必要な資機材
の調達可能数を把握，確認しておく。

ウ　指定避難所としての適当な施設
指定避難所として適当な施設は、公立学校、公民館、コミュニティハウス等であるが、

適当な施設がない場合は、公園、広場を利用して、野外へ建物を仮設し、又はテント
等を設営する。この場合、平素から安全な広場等及び仮設に必要な資機材の調達
可能数を把握、確認しておく。

表現の適正化

109 4 - エ　指定避難所の開設
（略）市は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設

するよう努める。（略）

エ　指定避難所の開設
（略）市は、災害の規模に鑑み、必要な避難所を、可能な限り当初から開設する

よう努める。（略）

表現の適正化

110 28 - （7）指定避難所の運営管理
キ 市は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、避難所における正確な
情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災
組織、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるよう努め
るとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求める。また、市は、指定
避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかからないよう
配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早
期に移行できるよう、その立上を支援する。

（7）指定避難所の運営管理
キ 市は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、避難所における正確な
情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災
組織、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等の
協力が得られるよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求
める。また、市は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の
負担がかからないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に
関与する運営に早期に移行できるよう、その立上を支援する。この際、避難生活支援
に関する知見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で
避難者を支えることができるよう留意する。

「防災教育・周知啓発ワーキング
グループ災害ボランティアチーム提
言」を踏まえた修正
防災基本計画の修正

111 4 - （7）指定避難所の運営管理
ク　（略）また、避難の⾧期化等に対応し、プライバシーの確保状況、簡易ベッド、
パーティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、
医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要
性、食料の確保、配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態や避難
場所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める
　市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確
保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める。

（7）指定避難所の運営管理
ク　（略）また、避難の⾧期化等に対応し、プライバシーの確保状況、簡易ベッド、
パーティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、
医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要
性、食料の確保、配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態や避難
場所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。
　市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確
保のために、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換や、避難生活支
援に関する知見やノウハウを有する地域の人材の確保・育成に努める。

表現の適正化
「防災教育・周知啓発ワーキング
グループ災害ボランティアチーム提
言」を踏まえた修正
防災基本計画の修正

111 22 - ス　　市及び県は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の⾧期化等にかんがみ、
必要に応じ、ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。

ス　　市及び県は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の⾧期化等に鑑み、必要
に応じ、ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。

表現の適正化

111 28 - ソ 市及び県は、災害の規模等にかんがみ、必要に応じ、避難者の健全な住生活の
早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及びや
空家等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用、被災宅地危険度判定の実施によ
る安全な自宅への早期復帰等により、指定避難所の早期解消に努める。

ソ 市及び県は、災害の規模等に鑑み、必要に応じ、避難者の健全な住生活の早
期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空家
等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用、被災宅地危険度判定の実施による安
全な自宅への早期復帰等により、指定避難所の早期解消に努める。

表現の適正化

111 34 - タ （略）さらに、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業
者等は、要配慮者の居場所や安否の確認に努め、把握した情報について市に提供す
る。

タ （略）さらに、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障がい福祉サービス事
業者等は、要配慮者の居場所や安否の確認に努め、把握した情報について市に提供
する。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
112 23 - （1） 市は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、市区域外への広域的な避

難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合におい
て、県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府
県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるほか、
事態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事に報告した上で、自ら他の都道府
県内の市町村に協議することができる。

（1） 市は、災害の予測規模、避難者数等に鑑み、市区域外への広域的な避難、
指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、
県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県
の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるほか、事
態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事に報告した上で、自ら他の都道府県
内の市町村に協議することができる。

表現の適正化

113 2 - （1） 市は、災害の規模、被災者の避難状況、、避難の⾧期化等にかんがみ、市
の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であると判断した
場合において、県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、
他の都道府県の市町村への受入れについては、県に対し当該他の都道府県との協議
を求めることができる。

（1） 市は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の⾧期化等に鑑み、市の区域
外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であると判断した場合に
おいて、県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都
道府県の市町村への受入れについては、県に対し当該他の都道府県との協議を求め
ることができる。

表現の適正化

113 23 - ２　実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（危機管理課、消防保安課、保健福祉部）
（略）

２　実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（危機管理課、消防保安課、保健医療部、子ども・福祉部）
（略）

組織改正

114 1 - （3）県は、市からの応援要請事項を実施することが困難な場合は、自衛隊等への
救助の実施並びにこれに要する人員び資機材について応援を要請する。

（3）県は、市からの応援要請事項を実施することが困難な場合は、自衛隊等への
救助の実施並びにこれに要する人員及び資機材について応援を要請する。

表現の適正化

114 11 - １　方針
（略）なお、食料の応急供給等に当たっては、要配慮者、孤立状態、応急仮設住
宅の避難者及び広域避難者に対しても物資等が円滑に提供されるよう努めるととも
に、被災地の実情や男女のニーズの差違、食物アレルギー対策にも十分配慮する。

１　方針
（略）なお、食料の応急供給等に当たっては、要配慮者、孤立状態、在宅、応急仮
設住宅の避難者及び広域避難者に対しても物資等が円滑に提供されるよう努めると
ともに、被災地の実情や男女のニーズの差違、食物アレルギー対策にも十分配慮す
る。また、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実
施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努める。

表現の適正化

「アレルギー疾患対策の推進に関
する基本的な指針」を踏まえた修
正

114 21 - （1）食料の応急供給
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部、農林水産部、産業労働部）

（1）食料の応急供給
イ 主な関係機関
　県（保健医療部、子ども・福祉部、農林水産部、産業労働部）

組織改正

114 27 - （2）炊き出しその他による食料の給与
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部、農林水産部、産業労働部）

（2）炊き出しその他による食料の給与
イ 主な関係機関
　県（保健医療部、子ども・福祉部、農林水産部、産業労働部）

組織改正

115 5 - （1）食料の応急供給
イ 市はアによる方法で米穀を確保することが困難な場合で、災害救助法が発動され
た場合は、「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成21年5月29日付21総
食第113号、総合食料局⾧通知）」に基づき、農林水産省政策統括官に要請し、
災害救助用米穀の緊急引渡しを受けることができる。

（1）食料の応急供給
イ 市はアによる方法で米穀を確保することが困難な場合で、災害救助法が発動され
た場合は、「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成21年5月29日付21総
食第113号、総合食料局⾧通知）」に基づき、農林水産省農産局⾧に要請し、災
害救助用米穀の緊急引渡しを受けることができる。

表現の適正化

116 18 - ２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
（略）
　県（保健福祉部）

２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
（略）
　県（保健医療部、子ども・福祉部）

組織改正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
117 14 - ２ 実施責任者等

イ 主な関係機関
　県（危機管理課、保健福祉部、産業労働部）

２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（危機管理課、子ども・福祉部、産業労働部）

組織改正

118 11 - ２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部）

２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（保健医療部、子ども・福祉部）

組織改正

118 21 - （1）医療
ア　（略）
　さらに、災害急性期にＤＭＡＴの出動を要請した場合及びＤＰＡＴの受入れ・派
遣を決定した場合等において、県災害保健医療調整本部の下に、ＤＭＡＴ及びＤ
ＰＡＴを必要に応じて設置し、ＤＭＡＴ及びＤＰＡＴ活動の調整を行う。

（1）医療
ア　（略）
　さらに、災害急性期にＤＭＡＴの出動を要請した場合及びＤＰＡＴの受入れ・派
遣を決定した場合等において、県災害保健医療福祉調整本部の下に、ＤＭＡＴ及
びＤＰＡＴを必要に応じて設置し、ＤＭＡＴ及びＤＰＡＴ活動の調整を行う。

調整本部の改組

119 16 - ２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部、環境文化部）

２ 実施責任者等
イ 主な関係機関
　県（環境文化部、保健医療部、子ども・福祉部）

組織改正

119 31 - （3）遺体の検視、処理
ウ 市は、遺体の検視、身元確認等及び医学的検査を終了した遺体について、おお
むね次により処理する
（略）

（3）遺体の検視、処理
ウ 市は、遺体の検視、身元確認等及び医学的検査を終了した遺体について、おお
むね次により処理する。
（略）

表現の適正化

120 22 - （1）防疫
　知事（保健福祉部）

（1）防疫
　知事（保健医療部）

組織改正

120 25 - （2）食品衛生監視、栄養指導
　知事（保健福祉部）

（2）食品衛生監視、栄養指導
　知事（保健医療部、子ども・福祉部）

組織改正、担当部局の追加

122 2 - （7）公衆衛生活動
　県は、県災害保健医療調整本部及び地域災害保健医療調整本部において、市の
要請等に応じて、岡山県災害時公衆衛生活動要綱に基づく調査班及び保健衛生
班を派遣して、被災者の生活環境や要配慮者の状況等を把握し、公衆衛生上の観
点から計画的・継続的な支援を実施する。

（7）公衆衛生活動
　県は、県災害保健医療福祉調整本部及び地域災害保健医療福祉調整本部にお
いて、市の要請等に応じて、岡山県災害時公衆衛生活動要綱に基づく調査班及び
保健衛生班を派遣して、被災者の生活環境や要配慮者の状況等を把握し、公衆衛
生上の観点から計画的・継続的な支援を実施する。

調整本部の改組

122 21 - ２ 実施責任者等
（略）
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部、環境文化部）

２ 実施責任者等
（略）
イ 主な関係機関
　県（環境文化部）

担当部局の削除

122 31 - （1）災害廃棄物処理計画
イ　市は、災害廃棄物の処理に係る指針に基づき、適切かつ円滑・迅速に災害廃棄
物を処理できるよう災害廃棄物処理計画を定め、災害廃棄物の仮置場の確保や運
用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿等）の処理を含めた
災害時の廃棄物の処理や公費解体及び土砂混じりがれきの撤去を行う場合の体
制、周辺の地方公共団体との連携・協力のあり方等について、具体的に示す。

（1）災害廃棄物処理計画
イ　市は、災害廃棄物の処理に係る指針に基づき、適切かつ円滑・迅速に災害廃棄
物を処理できるよう災害廃棄物処理計画を定め、災害廃棄物の仮置場の確保や運
用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿等）の処理を含めた
災害時の廃棄物の処理や公費解体及び土砂混じりがれきの撤去を行う場合の体
制、周辺の地方公共団体や民間事業者との連携・協力のあり方等について、具体的
に示す。

防災基本計画の修正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
123 32 - ５　その他

大規模な風水害にかかる対策は、「地震対策編」の第３章第３節第８項「災害時
廃棄物等応急処理計画」に記載の各種対策に準ずる。

５　その他
大規模な風水害にかかる対策は、「地震災害対策編」の第３章第３節第８項「災

害時廃棄物等応急処理計画」に記載の各種対策に準ずる。

表現の適正化

124 4 - １ 方 針
　災害により住家が全壊（全焼、流出、埋没）して、自力で住宅を確保できない被
災者に対して仮設住宅を供給する。また、土石、竹木等の住家への流入により住むこ
とが不可能となり、自力で応急修理又は障害物の除去ができない者に対して、日常生
活の可能な程度に応急修理し、又は障害物を除去する必要があるので、その方法に
ついて定める。

１ 方 針
　災害により住家が全壊（全焼、流出、埋没）して、自力で住宅を確保できない被
災者に対して仮設住宅を供給する。また、雨水の浸入等により住家の被害が拡大する
おそれがある者に対して、被害の拡大防止のための緊急修理を実施する。さらに、土
石、竹木等の住家への流入により住むことが不可能となり、自力で応急修理又は障害
物の除去ができない者に対して、日常生活に必要な最小限度の部分の修理、又は障
害物の除去を実施する。

災害救助法による救助の程度、
方法及び期間並びに実費弁償の
基準の一部変更を踏まえた修正

124 14 - （1）応急仮設住宅の供与
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部、土木部）

（1）応急仮設住宅の供与
イ 主な関係機関
　県（子ども・福祉部、土木部）

組織改正

124 20 - （2）住宅の応急修理、障害物の除去
イ 主な関係機関
　県（保健福祉部、土木部）

（2）住宅の応急修理、障害物の除去
イ 主な関係機関
　県（子ども・福祉部、土木部）

組織改正

125 17 - （3）要配慮者への配慮
（略）特に指定避難所での健康状態の把握、応急仮設住宅への優先的入居、高
齢者、障害者向け応急仮設住宅の建設等に努める。
（略）

（3）要配慮者への配慮
（略）特に指定避難所での健康状態の把握、応急仮設住宅への優先的入居、高
齢者、障がい者向け応急仮設住宅の建設等に努める。
（略）

表現の適正化

125 31 - ５　その他
（略）
風水害の被害が大規模な場合は、「地震対策編」に記載の各種対策の実施につい

て検討する。

５　その他
（略）
風水害の被害が大規模な場合は、「地震災害対策編」に記載の各種対策の実施

について検討する。

表現の適正化

126 9 - ２ 主な実施機関
　県（総務部、教育委員会、保健福祉部）
（略）

２ 主な実施機関
　県（総務部、教育委員会、子ども・福祉部）
（略）

組織改正

128 24 - （4）社会教育施設等の保護
ア 社会教育施設等
（略）また、被災社会教育施設を避難所として、一時使用する場合、又は利用者に
開放する場合は、学枚施設の応急修理に準じて修理を行い、建築士等による構造上
の安全を確認した上で、使用する。

（4）社会教育施設等の保護
ア 社会教育施設等
（略）また、被災社会教育施設を避難所として、一時使用する場合、又は利用者に
開放する場合は、学校施設の応急修理に準じて修理を行い、建築士等による構造上
の安全を確認した上で、使用する。

誤字の修正

132 23 - ４ 応援協力関係
県警察は、交通及び地域安全の確保等について十分な応急措置を講じることができ

ない場合は、岡山県警備業協会に協力を要請する。（略）

４ 応援協力関係
県警察は、交通及び地域安全の確保等について十分な応急措置を講じることができ

ない場合は、一般社団法人岡山県警備業協会に協力を要請する。（略）

表現の適正化

135 8 - （1）実施責任者
　電気事業者等（中国電力㈱）

（1）実施責任者
　電気事業者等（中国電力株式会社、中国電力ネットワーク株式会社）

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
135 21 - （3）応援協力関係

［中国電力株式会社、中国電力ネットワーク株式会社］
他電力会社等との相互応援体制を整え、必要に応じて、復旧要員の応援要請、復

旧用資機材の融通、電力の緊急融通に努める。

（3）応援協力関係
［中国電力ネットワーク株式会社］
ア 被害発生に伴い、中国エリアの供給力に不足が生じた場合は、国、電力広域的
運営推進機関、他の一般送配電事業者等と連携し、供給力確保に努める。
イ 非常災害時において、他一般送配電事業者等からの応援もしくは連携を必要とす
る場合、災害時連携計画に則り、資機材の融通及び復旧応援を要請する。

表現の適正化

136 5 - （2）実施内容
ウ 情報共有
　速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復旧の状況等を関係機
関に共有する。

（2）実施内容
ウ 情報共有
　速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害、復旧の状況や見通し、代
替的に利用可能な通信手段等について、関係機関及び市民に対してわかりやすく情
報提供（ホームページのトップページへの掲載、地図による障害エリアの表示等）す
る。

防災基本計画の修正

141 24 - （1）水防活動
ウ　監視及び警戒
水防管理者は、水防体制が発動されたときから管轄の水防区域の監視及び警戒を

厳重にし、異常を発見＿した場合は、直ちに当該河川、ため池等の管理者及び県に
連絡する。
（略）

（1）水防活動
ウ　監視及び警戒
水防管理者は、水防体制が発動されたときから管轄の水防区域の監視及び警戒を

厳重にし、異常を発見した場合は、直ちに当該河川、ため池等の管理者及び県に連
絡する。
（略）

表現の適正化

142 7 - カ　決壊等の通報及び決壊後の処理
水防管理者は、堤防その他の施設が決壊したときは、直ちにその旨を県及び氾濫す

る方向の隣接水防管理者等関係者に報しなけれはならない。
（略）

カ　決壊等の通報及び決壊後の処理
水防管理者は、堤防その他の施設が決壊したときは、直ちにその旨を県及び氾濫す

る方向の隣接水防管理者等関係者に報告しなければならない。
（略）

表現の適正化

142 35 - (1) 水防活動
キ 複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で災害を防止・軽減させるためのハー
ド･ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、水系ごとに組織する
「大規模氾濫時の減災対策協議会」等を活用し、国、県、市町村、河川管理者、水
防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利水ダム管理者等の多様な関
係者で、密接な連携体制を構築する。

(1) 水防活動
キ 気候変動による影響を踏まえ、社会全体で災害を防止・軽減させるためのハード･
ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、水系ごとに組織する「大
規模氾濫時の減災対策協議会」、「流域治水協議会」等を活用し、国、県、市町
村、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利水ダム
管理者等の氾濫域を含めた流域全体のあらゆる関係者が協働し、「流域治水」の取
組を推進するための密接な連携体制を構築する。

「気候変動を踏まえた水災害対策
のあり方について（答申）」を踏ま
えた修正

144 5 - １　方針
豪雪、雪崩等による雪害に対し、これを警戒し防御することによって、被害を軽減する

よう、地域の特性に配慮しつつ、豪雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶による
集落の孤立、雪崩災害等の雪害に強いまちづくりを行うとともに、協定相互応援協定
を締結に当たっては、雪害対応に係る経験が豊富な地方公共団体との協定締結につ
いて考慮する。

１　方針
豪雪、雪崩等による雪害に対し、これを警戒し防御することによって、被害を軽減する

よう、地域の特性に配慮しつつ、豪雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶による
集落の孤立、雪崩災害等の雪害に強いまちづくりを行うとともに、相互応援協定を締
結に当たっては、雪害対応に係る経験が豊富な地方公共団体との協定締結について
考慮する。

表現の適正化

144 10 - ２ 実施責任者
（略）
　県（土木部）
（略）

２ 実施責任者
（略）
　県（危機管理課、土木部）
（略）

実施責任者の追加



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
144 15 - （1）雪崩災害の防止活動

ア　市は、家屋倒壊による被害を防止するため、住民に対し、屋根の雪下ろしを督励
する。また、この場合、雪下ろし中の転落事故や屋根雪の落下等による人身事故を防
止するように呼びかける。

（1）雪崩災害の防止活動
ア　市は、家屋倒壊による被害を防止するため、住民に対し、屋根の雪下ろしを督励
する。また、市及び県は、雪下ろし中の転落事故や屋根雪の落下等による人身事故
を防止するように呼びかけるとともに、道路や屋根雪等の除排雪中の事故の発生を防
止する等のための克雪に関する技術の開発及び普及を図るよう、適切な配慮をする。

防災基本計画の修正

145 3 - (3) 道路交通の確保
（略）
特に、集中的な大雪に対しては、道路管理者は、人命を最優先に幹線道路上で大

規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え方として、車両の滞留が発
生する前に関係機関と調整の上、計画的・予防的な通行規制を行い、集中的な除
雪作業に努める。
（略）

(3) 道路交通の確保
（略）
特に、集中的な大雪に対しては、道路管理者は、人命を最優先に幹線道路上で大

規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え方として、車両の滞留が発
生する前に関係機関と調整の上、計画的・予防的な通行規制を行い、集中的な除
雪作業に努める。また、積雪に伴う大規模な立ち往生が発生し、滞留車両の開放に
⾧時間を要すると見込まれる場合には、関係機関と連携の上、支援体制を構築し、
滞留車両の乗員に対し救援物資の提供や避難所への一時避難の支援等を行うよう
努める。
（略）

「降積雪期における防災態勢の強
化等について」を踏まえた修正

146 26 - （3）救助・救急、医療及び消火活動
ウ～エ

（3）救助・救急、医療及び消火活動
イ～ウ

表現の適正化

148 29 - （2） 市の消防力のみでは対処できない林野火災の場合は、市町村又は都道府
県の区域を超えた消防力の広＿域的な運用により対応することとし、その手続は「岡
山県下林野火災広域応援対応マニュアル」及び「岡山県林野火災対策用空中消火
資機材運用要綱」等による。

（2） 市の消防力のみでは対処できない林野火災の場合は、市町村又は都道府
県の区域を超えた消防力の広域的な運用により対応することとし、その手続は「岡山
県下林野火災広域応援対応マニュアル」及び「岡山県林野火災対策用空中消火資
機材運用要綱」等による。

表現の適正化

149 10 - （2）主な関係機関
　県（危機管理課、消防保安課、保健福祉部）
（略）

（2）主な関係機関
　県（危機管理課、消防保安課、保健医療部）
（略）

組織改正

151 10 - （2）災害派遣命令者
　　　　陸上自衛隊第１３特科隊⾧

（2）災害派遣命令者
　　　　陸上自衛隊中部方面特科連隊第3大隊⾧

組織体制見直しに伴う修正

152 1 - (9) 炊飯及び給水
　炊飯及び給水を行う。

(9) 給食及び給水
　給食及び給水を行う。

表現の適正化

152 3 - （新設） (10) 入浴支援
   入浴施設の開設などにより、入浴支援を行う。

最近の防災に関する施策の進展
を踏まえた修正

152 5 - (10)～(12)（略） (11)～(13)（略） 番号の繰り下げ
155 8 - ２ 実施責任者

　知事（危機管理課、総務部、保健福祉部）
（略）

２ 実施責任者
　知事（危機管理課、総務部、保健医療部）
（略）

組織改正



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
157 7 - 1 方針

（略）ボランティアの受入に際して、老人介護や外国人との会話力等のボランティアの
技能等が効果的に活かされるよう配慮するとともに、必要に応じてボランティアの活動拠
点を提供するなど、ボランティアの活動の円滑な実施が図られるよう支援に努める。
　また、市及び県は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ
等との連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活
動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を設置する
などし、被災者のニーズや支援活動の全体像をを把握する。また、災害の状況及びボ
ランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬を行うよう努める。これらの
取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアを行って
いる者の生活環境について配慮する。
（略）

1 方針
（略）ボランティアの受入に際して、ボランティアの技能等が効果的に活かされるよう配
慮するとともに、必要に応じてボランティアの活動拠点を提供するなど、ボランティアの活
動の円滑な実施が図られるよう支援に努める。
　また、市及び県は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ
等との連携を図るとともに、災害中間支援組織を含めた連携体制の構築を図り、災害
の状況やボランティアの活動状況等に関する最新の情報を共有する場を設置するなど
し、被災者のニーズや支援活動の全体像を関係者と積極的に共有する。また、災害の
状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬を行うよう努め
る。これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボラン
ティアの活動環境について配慮する。
（略）

防災基本計画の修正

157 24 - ２ 実施責任者
（略）
　（新設）

２ 実施責任者
（略）
　県域の災害中間支援組織（災害支援ネットワークおかやま）

防災基本計画の修正を踏まえ災
害中間支援組織の役割を明記

159 7 - ２ 実施機関
　県（保健福祉部）
（略）

２ 実施機関
　県（子ども・福祉部）
（略）

組織改正

160 5 - 第４編　災害復旧・復興計画
（略）また、社会経済活動が低下する状況にかんがみ、可能な限り迅速かつ円滑な
復旧・復興を図る。

第４編　災害復旧・復興計画
（略）また、社会経済活動が低下する状況に鑑み、可能な限り迅速かつ円滑な復
旧・復興を図る。

表現の適正化

160 19 - ４ 市は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、県、他の地方公共団
体等に対し、職員の派遣その他の協力を求める。

４ 市は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、県、他の地方公共団
体等に対し、職員の派遣その他の協力を求める。特に、他の地方公共団体に対し、技
術職員の派遣を求める場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用
する。

「復旧・復興支援技術職員派遣
制度に関する要綱」を踏まえた修
正

160 27 - ２　被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよう、
見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被
災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。

２　被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよう、
災害ケースマネジメントの実施等により、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用
したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環
境の整備に努める。

防災基本計画の修正

161 8 - 5　市は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状
況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護
の総合的かつ効果的な実施に努める。

5　市は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状
況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護
の総合的かつ効果的な実施に努める。また、被災者支援業務の迅速化・効率化のた
め、被災者台帳の作成へのデジタル技術の活用を推進する。

防災基本計画の修正

162 12 - 第４節　公共施設等災害復旧事業
（略）
　したがって、各種施設の災害復旧計画の策定に当たっては、災害の実状にかんがみ、
その原因となった自然的、社会的、経済的諸要因について、詳細に検討し、総合的な
見地において策定し、緊急度の高いものから直ちに復旧に当たり、できるだけ速やかに
完了するよう施行の促進を図る。

第４節　公共施設等災害復旧事業
（略）
　したがって、各種施設の災害復旧計画の策定に当たっては、災害の実状に鑑み、そ
の原因となった自然的、社会的、経済的諸要因について、詳細に検討し、総合的な
見地において策定し、緊急度の高いものから直ちに復旧に当たり、できるだけ速やかに
完了するよう施行の促進を図る。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
163 33 - （1）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助

ク　障害者支援施設等災害復旧事業
（1）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助
ク　障がい者支援施設等災害復旧事業

表現の適正化

164 23 - （4）その他の財政援助措置
力　罹災者公営住宅建設事業に対する補助の特例

（4）その他の財政援助措置
力　り災者公営住宅建設事業に対する補助の特例

表現の適正化

165 1 表 １　個人被災者への融資等
■　個人被災者への融資等

１　個人被災者への融資等
■　個人被災者への融資等

表現の適正化

1 18 - （２）業務
風水害等対策編に定める部・課が担当する事務分掌に基づき、水防活動を実施す
る。久世地域における振興局業務は建設課で行う。

（２）業務
風水害等対策編に定める部・課が担当する事務分掌に基づき、水防活動を実施す
る。久世地域における振興局業務は建設課（久世振興局ＰＴ）で行う。

表現の適正化

2 16 - ４ 班員
　危機管理課、建設課、振興局の防災関係課の職員は、気象注意報・警報に注意
するとともに、事態が急迫していると認めるときは、配備基準に基づき、直ちに所定の任
務につかなければならない。

４ 班員
　危機管理課、建設課、振興局等の防災関係課の職員は、気象注意報・警報に注
意するとともに、事態が急迫していると認めるときは、配備基準に基づき、直ちに所定の
任務につかなければならない。

表現の適正化

3 11 - １ 情報の収集
　危機管理課は、岡山地方気象台、美作県民局等と密接な連絡を取り、雨量観測
所については、【資料7-3】、水位観測所については、【資料7-4】のデータ、ダム放流量
等の状況把握に努めるとともに、振興局に情報の伝達を行う。

１ 情報の収集
　危機管理課は、岡山地方気象台、美作県民局等と密接な連絡を取り、雨量観測
所については、【資料7-3】、水位観測所については、【資料7-4】のデータ、ダム放流量
等の状況把握に努めるとともに、振興局等に情報の伝達を行う。

表現の適正化

3 13 - ２ 報告
　建設課及び各振興局は、所管する河川、ため池等の状況を把握し、水位の変動、
堤防、護岸等の異常について水防管理者に報告する。（略）

２ 報告
　建設課及び各振興局等は、所管する河川、ため池等の状況を把握し、水位の変
動、堤防、護岸等の異常について水防管理者に報告する。（略）

表現の適正化

3 23 - １ 出動準備
出動の準備は、風水害等対策編第3編災害応急対策計画 第11章水防の内容

を準用する。

１ 出動準備
出動の準備は、風水害等対策編第3編災害応急対策計画 第10章水防の内容

を準用する。

表現の適正化

3 25 - ２ 出動
出動は、風水害等対策編第3編災害応急対策計画 第11章水防の内容を準用

する。

２ 出動
出動は、風水害等対策編第3編災害応急対策計画 第10章水防の内容を準用

する。

表現の適正化

4 23 - ４ 他の管理団体から応援の要請
水防本部⾧は、他の水防管理団体から応援の要請があったときは、現地の水防活

動に支障のない範囲で、現地班⾧を通じ消防団員及び資材等の援助をおこなうもの
とする。

４ 他の管理団体から応援の要請
水防本部⾧は、他の水防管理団体から応援の要請があったときは、現地の水防活

動に支障のない範囲で、現地班⾧を通じ消防団員及び資材等の援助を行うものとす
る。

表現の適正化

4 35 - 第７節　避難の指示
避難の指示については、風水害等対策編第3編災害応急対策計画＿第4章り災

者の救助保護＿第2節避難及び避難所の設置の内容を準用する。

第７節　避難の指示
避難の指示については、風水害等対策編第3編災害応急対策計画第4章り災者

の救助保護第2節避難指示及び避難所の設置の内容を準用する。

表現の適正化



頁 行 図表 修正前 修正後 修正理由
6 1 - （新設） 第５章　水門及び樋門等の操作

第１節　安全確保
　水門、樋門、陸閘及びため池の管理者（操作担当者を含む。）は、門扉等の開閉
操作にあたり、ライフジャケット等の着用や、通信機器、ラジオ等の携行により最新の気
象情報が入手可能な状態で行うなど、自身の安全を確保した上で作業しなければな
らない。安全が確保できないと判断した場合は、操作を行わず避難するものとする。

第２節　操作
　水門、樋門、陸閘及びため池の管理者（操作担当者を含む。）は、洪水に関する
気象情報等の通知を受けたときは、水位の変動を監視し、必要に応じて門扉等の開
閉を行うものとする。
　河川管理施設である陸閘の管理に関しては、岡山県から真庭市に委託されており、
その一覧は資料5-10に示すとおりである。また、真庭市は陸閘の管理を、陸閘の存在
する各方面隊⾧に再委託するものとする。

県計画に準じ活動実態を反映

7 1 - 第５章 第６章 番号の繰り下げ
7 19 図 ２ 身分証票 ２ 身分証票 表現の適正化

7 1 - 第６章～第８章 第７章～第９章 番号の繰り下げ
8 7 - ４ 水防信号

　水防法第20条の規定による水防信号は、岡山県水防計画で次のとおり定められて
おり、【資料5-10】に示すとおりとする。

４ 水防信号
　水防法第20条の規定による水防信号は、岡山県水防計画で次のとおり定められて
おり、【資料5-11】に示すとおりとする。

資料番号の変更


